
2021 年 4 月 21 日 

2050年カーボンニュートラルに向け、 

梶山経産大臣へ要請 
持続可能な世界を目指した地球温暖化への対応が求められる中、わが国は新たに、2050 年カーボン

ニュートラルを目標に掲げました。この目標の達成には、発電・産業・運輸の各部門における技術革新

と、私たち一人ひとりの意識・ライフスタイルの転換が必要不可欠であり、その挑戦を通じて、わが国

の産業構造や経済社会を変革し、成長につなげることが肝要です。 

グリーンリカバリーを掲げる各国の競争は激しさを増しており、わが国の企業の強みを活かせる競争

環境が確保されることが重要です。そこで、現場の努力の積み重ねが政策実現につながるよう、国とし

てのさらなる理解・支援を得るべく、経産省に対し要請を行いました。 

今後も、矢田わか子、浅野さとし両組織内議員や協力議員と連携し、2050 年カーボンニュートラル実

現に向けた取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

＜要請事項（抜粋）＞ 

○ 国内産業の技術開発、社会実装をより効果的に支援できるよう、グリーンイノベーション基金など、政策を

具体的に推進するにあたっては、産業側の意見を十分に反映すること。

○ ＦＩＰ制度、卸電力取引市場の設計、託送料金制度など、さらなる再生可能エネルギーの拡大を前提とした

持続可能な仕組みの検討を加速し、早急に確定すること。

○ ペロブスカイトなど次世代太陽電池や、洋上風力発電、ＣＯ２フリー水素生成を含む燃料電池、地熱発電な

ど、再生可能エネルギー電源のさらなる開発、社会実装への支援を強化すること。

○ さらなる高容量化、長寿命化、安全性の向上、低コスト化の実現を目指し、次世代蓄電池の開発と社会実装

を支援すること。

○ 国内における原子力発電所の安全運転や廃炉に向けた人材の確保と育成に向けて国が主導的に取り組むこ

と。

○ 次世代パワー半導体のみならず、エネルギー効率活用の鍵を握る半導体産業全体への支援を拡大すること。 

○ 家電の省エネルギー化や、ＺＥＨの実証から普及への移行、既存住宅のＣＯ２削減を目的としたリフォーム

などを支援すると共に、カーボンニュートラルへの国民の理解促進のための情報発信を強化すること。

日 時：2021年４月 21日（水）16：10～16：25 

場 所：経産省 大臣室 

出席者： 

〈経産省〉 梶山経産大臣、産業技術環境局・渡辺室

長、製造産業局・青木室長、商務情報政

策局・宮下課長補佐 

〈電機連合〉神保委員長、近藤副委員長、 

浦中央執行委員、内藤主任 

〈浅野事務所〉浅野さとし議員、小澤政策秘書 

〈矢田事務所〉矢田わか子議員 














